
 

5 

 

第２章 現状と課題 

１ 環境変化の整理 

グローバル化の進展により、ヒト・モノ・カネ・情報の流動性が高まり、社会、経済、技術、政

策といった様々な観点において、我が国、香川県及び本市を取り巻く環境は大きく、そして急速に

変化しています。また、国内においては、人口減少、少子・超高齢社会の本格的な到来などにより、

大きな構造変化が起こる中で、様々な課題に直面しています。 

 

（１）社会 
世界全体では今後も人口増加が予測されている一方で、我が国では、本市を含め、今後、人口が

減少し、急激な少子・高齢化が進行していきます。また、都市インフラの老朽化、市街地の拡大、

大規模災害の増加等の新たな課題にも対応が必要です。 

 

①世界における変化 

○都市人口の増加 

世界の人口はアジア・アフリカを中心に増え続けており、現在の約 75 億人から、2050 年

には約 97億人まで増加し、このうち都市に居住する人口の割合が 55％から 68％に上昇する

と予測されています 1。特に、都市圏人口が 1,000万人を超える「メガシティ」が増えていく

アジアの各都市では、中間層の拡大が進み、また、ヒト・モノ・カネ・情報の流動性が高まる

中で、人材や投資を巡る都市間の競争がますます激しくなっています。 

一方で、都市の人口が増え続けることで、交通渋滞、大気汚染、住宅不足、廃棄物処理、災

害リスクの増大等の問題が発生し、都市における生活・経済活動を支える社会資本の計画的な

整備が課題となっています。さらに、アジア各国においては、将来的には、我が国同様、少子

高齢化の進展が懸念されています。 

 

 ○気候変動による影響 

「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）では、地球温暖化によって、2030～52年の間

に、工業化以前の水準よりも 1.5℃気温が上昇する可能性があるとともに、大気中の水蒸気量

の増加により、豪雨や洪水等の災害が増え、また、極端な高温が発生する頻度が増加すると予

                                        
1 国際連合「世界都市化予測：2018年版（World Urbanization Prospects: The 2018 Revision）」 
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測されています 2。 

 

②国内、本市における変化 

 ○人口減少と東京一極集中 

我が国は、2008 年を境に人口減少局面に入り、少子・超高齢社会を迎えています。今後、

2050年には人口は 1億人まで減少すると見込まれています。 

香川県では、既に 1999年をピークに人口減少を続けている中で、本市においては、現在は、

四国内他県、県内他市町からの転入等の社会増が自然減を補っており、人口は約 42万人のほ

ぼ横ばいで推移しています。しかし、国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、2040年

には約 38.9万人に減少すると予測されています 3。 

図 2-1 高松市 3区分人口の現状と将来予測 

 

この推計では、市全体の人口の減少の割合は 1割以下にとどまりますが、3区分人口を見る

と、2040年には、65歳以上人口が約 13.6万人と人口の 3分の 1を超え、一方で、現在より

も、生産年齢人口は 3.5万人、15歳未満の年少人口は 1万人減少します。また、県内の 3市

5町で構成される「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏」内の人口は 15％程度減る見込みです。 

本市を含む主な地方都市では、東京圏に対して転出超過となっており 4、特に進学・就職を

きっかけとして人口流出が進む傾向があります。また、東京圏の出生率は、地方都市に比べて

                                        
2 環境省「1.5℃特別報告書 政策決定者向け要約の概要」（2018年 10月） 
3 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2018年 3月） 
4 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「東京一極集中の現状について」（2017年 10月） 
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低いため、全国規模ではさらに人口減少が進むというサイクルが広がっています。 

 

 ○都市を巡る行政課題 

我が国では、今後、高度経済成長期以降に集中的に整備されたインフラの老朽化が進み、

国内全体の維持・更新費用は、2015年度から 2054年度の累計で 547兆円に達すると推計

されています 5。 

本市でも同様に、市町合併を経て、高度経済成長期からバブル期にかけて整備された施設

を多く保有しており、長寿命化等による財政負担の平準化を図っても、今後 50年間、インフ

ラの維持・更新に年間約 155億円を要すると推計されています 6。 

一方で、本市を含む地方都市では、モータリゼーションの進展等を背景とする市街地の拡大

が進んでおり、これに伴い、公共交通利用者の減少、高齢者ドライバーによる交通事故の増加、

空き家の増加などの新たな行政課題が生じています。 

 

○大規模災害の増加 

近年、我が国では、局地的豪雨や台風等による災害が増加かつ激甚化しており、2018 年に

は、西日本を中心とする「平成 30年 7月豪雨」によって、220人以上の死者が確認されてい

ます。また、各地で地震の発生も相次いでおり、本市でも、今後 30年間に震度 6弱以上の揺

れに見舞われる確率が 63％とされています 7。特に、南海トラフ地震（最大クラス）が発生し

た場合において、本市でも震度 6強、最高 4ｍ近い津波を観測するとともに、香川県内の被害

総額は最大約 3兆 4,000億円に上ると推定されています 8。 

 

 

  

                                        
5 内閣府「インフラ維持補修・更新費の中長期展望」（2018年 3月 29日、経済財政諮問会議資料） 
6 高松市財政局「高松市ファシリティマネジメント推進基本方針」（2014年 4月改正） 
7 地震調査研究推進本部事務局「全国地震動予測地図 2018年度版」（2018年 6月） 
8 香川県「地震・津波被害想定（第二次公表）」（2013年 8月）、高松市「高松市業務継続計画」（2018年 3月修正） 
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（２）経済 
グローバル化と技術革新が進展していく中で、経済の成長の中心は先進国から新興国に、産業構

造の中心は製造業からサービス業に移り、また、デジタル経済が大きく発展しています。これらの

変化は、本市にも影響を与えつつあります。 

 

①世界における変化 

○緩やかな経済成長 

世界経済は緩やかな回復を続けていますが、GDP に占める G7 の割合は 5 割を切り、重心

は中国、インド等の新興国に移りつつあります。新興国の中間層が拡大する一方で、先進国で

は、製造業からサービス業への雇用の移動、平均賃金や物価の低迷、中間層の縮小等が生じて

おり、グローバル化や技術革新の影響が指摘されています 9。 

 

○デジタル経済の発展 

世界の企業の株式時価総額を見ると、インターネット上で企業や消費者を相互に連結する

「オンライン・プラットフォーム」を提供する米国や中国の企業が上位を占めています 10。こ

れらの企業は利用者を囲い込み、収集したビッグデータを蓄積することで、自らのプラット

フォームの魅力をさらに高めています。これに伴い、eコマース（電子商取引）は年々拡大し

ており、実店舗を有する既存小売市場は大きな影響を受けています。 

また、売り手と買い手を直接結び付ける「シェアリングエコノミー」や「サブスクリプショ

ン」（定額制）型のサービスなど、デジタル経済は消費の在り方を変化させつつあります。 

 

②国内、本市における変化 

○回復基調が続く国内経済 

国内経済は、2012 年末から緩やかな回復が続き、企業収益、雇用・所得環境の改善が進ん

でおり、有効求人倍率が上昇する中で、企業の人手不足感が強まっています 11。香川県内にお

いても同様に、経済の緩やかな回復基調が続いており、特に、有効求人倍率は全国平均や四国

                                        
9 経済産業省「世界の構造変化と日本の対応」（2018年 5月、産業構造審議会資料） 
10 内閣府「平成 30年度年次経済財政報告」（2018年 8月）では、「一般にはインターネットでの販売・取引市場、検
索エンジン、SNS等、広範なインターネット上の取引を仲介する場やシステムを指す」と記載されている。代表的な
企業である Google、Apple、Facebook、Amazonの頭文字を取って「GAFA」とも呼ばれている。 

11 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（2018年 6月 15日閣議決定） 
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の他県を上回っています 12。これに伴って、高齢者や女性の就業率が上昇するとともに、近年、

外国人労働者が増えており、就業者数に占める外国人技能実習生の比率では、香川県は全国上

位に位置しています 13。 

 

○地域経済の縮小 

本市は、四国の玄関口として、国の出先機関や企業の支社・支店の多くが立地しており、「支

店経済都市」とも呼ばれてきましたが、四国内の人口減少や交通、情報通信環境の変化などの

影響により、支店経済機能の低下が懸念されています。 

また、製造業の事業所数、卸売・小売業の店舗数はともに長期的な減少傾向が続いています

が 14、開業率は 5.2％（2014～2016年）と、全国平均をやや上回っています 15。 

  

○第 3次産業の比率が高い本市 

本市の産業構造を見ると、第 3次産業の就業者数比率が 74.0％と全国平均よりも高く、売 

上高、事業者数、従業員数ともに、全産業の中で卸売・小売業の割合が最も高くなっています 16。 

 

図 2-2 高松市の業種別事業所数・従業員数（2016年） 

                                        
12 香川県「香川県の地域情勢」（2019年 1月）によると、2018年 12月現在で 1.75倍（全国 11位）。 
13 厚生労働省「「外国人雇用状況」の届け出状況まとめ（2017年 10月末現在）」（2018年 1月）及び総務省「労働力
調査（基本集計）都道府県別結果 2017年平均結果」（2018年 5月）から算出すると、香川県は 0.96％で全国 1
位。 

14 経済産業省「工業統計調査」（2017年 6月 1日現在）、経済産業省「商業統計調査」（2014年 7月 1日現在）。 
15 RESAS（地域経済分析システム）から算出。 
16 平成 28年版高松市統計年報（2018年 3月） 
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卸売・小売業については、郊外の大型商業施設が増えており、小売店舗の供給過剰を意味す

る「オーバーストア」状態とも言われる一方、高松中央商店街内では、改善傾向にはあるもの

の依然として多くの空き店舗が存在します 17。 

 

○観光による経済効果 

  近年、全国的に外国人観光客が増えていますが、2012年から 2017年の宿泊者数の伸び率

では、高松空港への直行便の就航、瀬戸内国際芸術祭の開催などを背景に、香川県が 11.2 倍

（約 48万人）と全国１位でした 18。観光による地域経済への貢献は大きく、県内に来訪する

外国人による観光消費額は年間 82 億円に上り、宿泊施設の建築投資も大きく増加していま

す 19。 

 

○悪化が懸念される財政状況 

本市においては、2019年度から 2022年度までの４年間で約 453億円の財源不足が見込ま

れています 20。その要因としては、歳入の減少のほか、子ども・子育て支援施策の充実、医療・

介護などの社会保障給付、老朽化施設の更新・修繕経費の増加が挙げられており、今後の更な

る財政悪化が懸念されています。  

                                        
17 高松商工会議所「高松中央商店街店舗立地動向調査」（2018年 6月） 
18 観光庁「宿泊旅行統計調査（平成 29年・年間値（確定値））」（2018年 7月 31日）。単年度では全国 22位。 
19 観光庁「全国観光入込客統計（平成 29年・年間値）」、「平成 29年度観光白書」 
20 高松市「財政運営指針～将来にわたり持続可能な健全財政を目指して～」（2018年 10月） 
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（３）技術 
「第 4次産業革命」とも呼ばれる技術革新によって、IoT・AI等の普及、ネットワークの高速・

大容量化などが進み、大量のデジタルデータの収集、分析、蓄積が可能になりました。このような

先進的な ICTの活用によるイノベーション創出や生産性の向上が期待されていますが、国内の対応

は海外と比較して遅れています。 

 

①世界における変化 

○データ流通・蓄積の増加と IoT・AI等の普及 

ネットワークの高速・大容量化、スマートフォン・タブレットの普及、センサーの小型化・

低価格化等による IoTの普及などにより、様々な人・モノに関する位置や状態を、データとし

て可視化することができるようになりました。世界の IoTデバイス数は、2020年には 400億

個を超えると予測されています 21。こうしてサイバー空間において収集・蓄積されたデータは、

ビッグデータとして AI によって分析され、現実世界において業務効率化や将来予測などに活

用されています。さらに、そのデータが膨大かつ良質であればあるほど、処理・分析する AIは、

機械学習による自律的な学習を通じてより高い能力を獲得していきます。 

 

 

図 2-3 IoT・ビッグデータ・AIが創造する新たな価値 

（出典）総務省「平成 28年版情報通信白書」 

                                        
21 総務省「平成 30年版情報通信白書」（2018年 7月） 
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○技術革新による期待と懸念 

デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation）とは、従来の単なる「デジ

タル化」（Digitalization）を超えて、ICT の活用の進展が、社会・経済システムやビジネスモ

デル、組織体制の変革を引き起こし、最終的に人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化

させることを意味する言葉です。技術革新は、企業にとっては新たなビジネスの展開を、行政

にとっては市民サービスの向上を可能にします。 

一方で、新たな技術が悪用・濫用されることによるサイバーセキュリティに係るリスクや、

行政や企業が大量の個人情報を管理することに伴うプライバシーに係るリスクも懸念されて

います。 

 

②国内、本市における変化 

○国内の企業・行政の対応 

上記のような先進的な ICT の普及にもかかわらず、国内企業では、データ利活用方法の欠

如、費用対効果の不明瞭、人材不足等を理由として、IoT・AIの導入は十分に進んでいない状

況です 22。香川県内においても、7割超の企業が、生産性の向上、人材不足・人件費高騰への

対応などの観点において、IoT や AI 等の活用に関心を示しているものの、実際の取組は進ん

でいません 23。また、地方公共団体も、地域における ICT や IoT の利活用に９割の団体が関

心を示しながら、「予算の制約」、「人材の不足」、「情報の不足」等を理由に、既に取組を推進し

ている団体は２割弱にとどまっています 24。 

 

 ○働き方改革につながる ICTの活用 

近年、RPA（Robotic Process Automation：定型的なパソコン操作のソフトウエアによる

自動化）やテレワークなど、働き方改革につながる ICTの活用への期待が高まっています。今

後、AIの導入が進めば、既存業務の効率化が進み、事務職や生産工程従事者等の雇用が減少す

る一方で、技術者や人に直接対応するサービス業における雇用は増加すると予想されていま

す 25。 

 

 

                                        
22 内閣府「平成 30年度年次経済財政報告」（2018年 8月） 
23 香川県「IoT、AIに関するアンケート調査」（2017年 10月） 
24 総務省「地域 IoT実装状況調査（平成 30年度）」（2018年 12月） 
25 厚生労働省「平成 29年版労働経済の分析」（2017年 9月） 
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○ICT人材の不足 

国内では、一般企業や行政機関において、IoTや AI等の先進的な ICTを活用して新しいビ

ジネスモデルを創出し、イノベーションを実現するための ICT活用に関する人材が不足してい

ます 26。また、内部に CIO（Chief Information Officer：最高情報責任者）や CDO（Chief 

Digital Officer：最高デジタル責任者）を置く組織も増えていますが、経営層の ICTに関する

能力・スキルは世界に比べて高くないと考えられています 27。 

 

  

                                        
26 経済産業省「DXレポート」（2018年 9月）によると、情報処理・通信に携わる人材の 72.0％がベンダー企業に偏
在している。 

27 PwCコンサルティング合同会社の調査（2017年 7月） 
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（４）政策 
国際社会において、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）の採択を

きっかけとして、改めて持続可能な開発への意識が高まる中、国内においては、人口減少、少子・

超高齢社会への対応に向けて、Society5.0 の実現を目標とする成長戦略や地域の創意工夫による

地方創生などの政策が推進されており、本市においても、こうした動向を踏まえつつ、総合計画に

掲げた目指すべき都市像「活力にあふれ 創造性豊かな 瀬戸の都・高松」の実現を図っています。 

 

①世界における変化 

○持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現 

2015 年 9 月の国連サミットにおいて、SDGs が採択されました。SDGsは、国際社会全体

で持続可能な開発を実現するため、経済・社会・環境の三側面を統合して、2030 年に向けて

設定された 17の開発目標です。 

SDGsに法的拘束力はないものの、各国政府において、17の目標達成に向けた国内的枠組を

確立することが期待されています。また、欧米を中心として企業目標に SDGsを取り入れてい

る企業も増えています。 

図 2-4 SDGsの 17の目標 

（出典）環境省ウェブサイト 

 

○個人データ保護に関する厳格化 

EU（欧州連合）は、個人データの保護を目的として、GDPR（General Data Protection 

Regulation：一般データ保護規則）を 2018 年 5 月に施行しました。本規則において、個人
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データの EU域内から域外への移転については、十分な個人データ保護の保障や企業における

規定の策定・管轄監督機関による承認、明確な本人同意等の条件が定められています。 

我が国では、2015 年に個人情報保護法が改正され、国に「個人情報保護委員会」が新設さ

れるとともに、データ利活用を推進するため、個人情報を匿名加工情報に加工して、安全な形

で自由に利活用可能とする制度が新設されました。 

 

②国内、本市における変化 

○Society5.0の推進 

国では、ICT を最大限に活用し、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）

とを融合させたシステムにより、経済発展と社会課題の解決を両立する、人間中心の社会とし

て、「Society 5.0」の実現を目指しています。Society5.0は、狩猟社会、農耕社会、工業社会、

情報社会に続く新しい社会を意味しており、必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時

に、必要なだけ提供し、社会のニーズにきめ細かく対応でき、あらゆる人が質の高いサービス

を受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮ら

すことのできる「超スマート社会」です 28。 

政府の成長戦略である「未来投資戦略 2018」は、第 4次産業革命の技術革新を取り込んで

Society5.0を実現し、これにより SDGsの達成に寄与することを打ち出しています 29。 

 

図 2-5 Society5.0で実現する社会 

（出典）内閣府ウェブサイト 

                                        
28 「第 5期科学技術基本計画」（2016年 1月 22日閣議決定） 
29 「未来投資戦略 2018」（2018年 6月 15日閣議決定） 
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○デジタル・ガバメントに向けた取組 

  2016年に施行された「官民データ活用推進基本法」に基づき、国では、「世界最先端デジタ

ル国家」を目指して、同年 1月に交付を開始したマイナンバーカードの活用や、官民のワンス

トップサービスの実現、オープンデータの推進等を通じて、行政サービス改革を進めていま

す 30。Society5.0の趣旨に沿って、「必要なサービスが、時間と場所を問わず、最適な形で受

けられ」、「官民を問わず、データやサービスが有機的に連携し、新たなイノベーションを創発

する」社会を実現するため、利用者中心に行政サービスを改革し、行政サービスや行政データ

連携を推進する「デジタル・ガバメント」を目標に掲げています 31。 

 

○地方創生に関する取組 

少子高齢化に歯止めをかけ、地域の人口減少と地域経済の縮小を克服するため、国では、

2014年に施行された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、「まち・ひと・しごと創生長期

ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、2060年に 1億人程度の人

口を維持することを目標に、地方創生の取組が始まりました。都道府県、市町村においても、

それぞれ「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、将来の人口推計の分析やそれを踏

まえた政策目標・施策がとりまとめられました。本市においても、人口減少の抑制と人口減少

社会への対応を柱とする「たかまつ創生総合戦略」を策定しています 32。 

国は、地方創生の基本方針に「自助の精神」を掲げており、地域の特性や実情に応じた創意

工夫による地域間における競争を促しています 33。 

 

○「まち」の機能の集約 

国では、人口減少、少子高齢化に対応した都市構造への再編を促すため、「コンパクトシティ」

の形成を推進しています。各市町村が定める立地適正化計画に基づく居住機能や医療・福祉・

商業等の都市機能の誘導と、これと連携した地域公共交通網形成計画に基づく持続可能な地域

公共交通ネットワークの形成とをまとめて、「コンパクト・プラス・ネットワーク」と呼ばれて

います 34。 

本市においても、2013 年に多核連携型コンパクト・エコシティ推進計画を、2018 年に立

                                        
30 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（2018年 6月 15日閣議決定） 
31 「デジタル・ガバメント実行計画」（2018年 7月 20日デジタル・ガバメント閣僚会議決定） 
32 高松市「たかまつ創生総合戦略 2015-2019」（2015年 10月） 
33 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2018」（2018年 6月 15日閣議決定） 
34 国土交通省「コンパクト・プラス・ネットワークの推進について」（2017年 11月 10日、経済財政諮問会議経済・
財政一体改革推進委員会資料） 
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地適正化計画を策定し、市街地の拡大を抑制する集約型都市構造への転換に取り組んでいます。 

 

○スマート自治体への転換 

高齢者人口がピークを迎える 2040年頃を見据えて、自治体が住民サービスを持続的かつ安

定的に提供するためには、AIや RPA等を最大限活用して、職員は企画立案業務や住民への直

接的サービス提供等に特化することによって、少ない職員数でも担うべき機能が発揮される

「スマート自治体」への転換が必要と考えられています 35。また、我が国全体としての情報シ

ステム経費を削減するため、各自治体の情報プロセスやシステムの標準化・共通化を図ること

が検討されています。 

 

〇共生社会の必要性 

人口減少、少子・超高齢社会の到来により、地域・家庭・職場という人々の生活領域におけ

る支え合いの基盤が弱まってきています。また、対象者別・機能別に整備された公的支援につ

いても、昨今、様々な分野の課題が絡み合って複雑化しており、複合的な支援が必要となって

います。 

年齢や障がいの有無などにかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し、支え合い、人々

の多様な在り方を相互に認め合える、全員参加型の社会である共生社会の実現が求められてい

ます。 

  

                                        
35 総務省「自治体戦略 2040構想研究会第二次報告」（2018年 7月） 
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２ 課題の整理 

これまで見てきたように、本市においては、人口減少、少子・超高齢社会が到来する中、インフ

ラや社会保障への財政負担の増加や災害リスクの高まり、地域経済の縮小など、行政だけでは解決

できない、前例のない様々な課題への対応が求められている一方で、IoT や AI 等の先進的な ICT

という新たなツールの活用が可能であるにもかかわらず、十分に活用できていない状況です。 

今後、持続可能なまちづくりを推進するためには、「あらゆる政策分野においてこれまでの施策

を見直し、ICT・データを活用すること」、「行政だけで考えるのではなく、地域課題に関連する多

様な主体と連携すること」が必要となっています。 

これらの取組を通じて、ICT・データの活用による行政運営の改革や、民間企業や大学等が保有

する先進的な ICTの活用が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 課題の整理 
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３ スマートシティの取組 

（１）スマートシティの広がり 

国内外の都市では、ICT・データを活用して、都市が抱える課題を解決する「スマートシティ」

に向けた取組が拡大しています。スマートシティについて、国内外で明確な定義があるわけではあ

りませんが、国土交通省は、「都市の抱える諸課題に対して、ICT等の新技術を活用しつつ、マネジ

メント（計画、整備、管理・運営等）が行われ、全体最適化が図られる持続可能な都市または地区」

と定義しています 36。 

すなわち、都市の抱える諸課題について、これまでは、担当部局（省庁）、業界・分野ごとの縦割

りで対応し、業務プロセスや保有するインフラ、データ、システムが別々に管理されてきました（い

わゆる「部分最適」）。しかし、こうした手法は、行政サービスの提供先である市民や企業にとって

は不便であり、行政にとっても重複が多い非効率な仕組みになりがちです。そこで、近年急速な技

術革新が生じている ICT・データを活用して、都市全体で分野横断的に業務やシステムの見直しを

図り、また、官民の境を越えてデータを共有し、都市の活動を可視化することによって、市民の利

便性の向上や地域経済の活性化、行政の効率化を実現しようとするのがスマートシティの考え方で

す（いわゆる「全体最適」）。 

今後、本市においても、国内外の先進都市における事例を研究し、この考え方を積極的に取り入

れる必要があります。 

 
図 2-7 個別分野の最適化と分野横断的な全体最適 

（出典）国土交通省都市局「スマートシティの実現に向けて【中間とりまとめ】」（2018年 8月） 
  

 

                                        
36 国土交通省都市局「スマートシティの実現に向けて【中間とりまとめ】」（2018年 8月）。この他、米国ホワイトハ
ウスは「住民の生活を向上させることを目的として、継続的にデータの収集、利用を進歩させるためのインフラを構
築しているコミュニティ」と定義している（ホワイトハウス「新スマートシティイニシアティブ」、2015年 9月）。 
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①世界におけるスマートシティ 

世界では、都市ごとに異なる地域課題に合わせて、先進国では地方自治体や民間企業を中心

に、発展途上国では中央政府を中心に、ICTやデータの活用によるスマートシティに向けた取

組が進んでいます。ヨーロッパでは、各都市が環境対策の観点において早くからスマートシ

ティの取組を開始するとともに、EUでは、官民連携によってスマートシティ向けの IoT共通

プラットフォーム「FIWARE」を開発しました。北米では、民間企業を主体として、トロント、

コロンバス等において、地域交通を中心とするスマートシティの取組が大規模に行われていま

す。また、中国では、中央政府による大規模開発によって、雄安新区などの広大なスマートシ

ティの建設が進んでいます。 

本市としては、特に、欧米の既存の都市における地域課題解決のためのスマートシティの動

きが参考になるものと考えています。 

 

〇世界のスマートシティ事例 

   アムステルダムやバルセロナなど、世界で先行するスマートシティは IoTやオープンデータ

を活用し、データを活用した様々なサービスを生み出し、地域経済の活性化や雇用創出、行政

サービスの効率化などを実現しています。 

世界のスマートシティ先行事例  
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②国内におけるスマートシティ 

我が国においても、スマートシティに向けた取組が広がっています。国においては、総務省

の「ICT まちづくり推進事業」や「データ利活用型スマートシティ推進事業」、経済産業省の

「スマートコミュニティ構想普及支援事業」、国土交通省の「スマートシティの推進に係る実

証調査」など、他国と比べて予算規模は小さいものの、スマートシティに取り組む地方自治体

や民間企業を支援する枠組みがあります。個別の取組の中には、既存の都市において、地方自

治体を中心に、それぞれの地域課題について ICTを活用して解決するものや、工場跡地等の比

較的広い土地について、民間企業を中心に、新しい街を開発しようとするものがあります。 

本市としては、特に、既存の都市において、地方自治体の主導で、産学官の連携体制を整え

つつ、複数分野でのデータ利活用を進めている例が参考になるものと考えています。 
 

〇国内のスマートシティ事例 

総務省の「データ利活用型スマートシティ推進事業」は、本市を含め、札幌市、会津若松市、

横浜市など 2年間で 9都市において実施されています。各都市では、民間企業や大学などとの

産学官連携や ICT・データ活用により、地域課題の解決に向けての活動が始まっています。 
 

データ利活用型スマートシティ推進事業の取組（2017年度採択自治体） 
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（２）スマートシティに関する発展段階モデル 
 世界の各都市におけるスマートシティの取組の拡大に合わせて、国際標準化団体や民間調査会社

等において、スマートシティを支える都市インフラやその取組手法に関する評価指標の開発が進ん

でいます。 

 例えば、ISO（国際標準化機構）では、ISO37153（都市インフラの評価・改善のための成熟度

モデル）が 2017 年 12 月に発行されました。これは、様々な都市インフラの成熟度を、性能

（Performance）、運用管理（Process）、連携性（Interoperability）の 3分野に分類して設定する

評価指標に基づき、5段階で評価するものです 37。 

 また、こうしたインフラの成熟度とは別に、民間調査会社の指標では、スマートシティの成熟度

を、組織全体の意識醸成や業務変革、他の機関との連携など、人材、組織、プロセスの変革度合い

によって測るものもあります。 

 本市では、このような指標を参考にしながら、現状の把握や課題の特定を行うことで、今後の施

策の方向性を検討していきます。 

 

ISO37153の成熟度レベルの定義 

 

 

（出典）みずほ情報総研 

                                        
37 みずほ情報総研株式会社「調査事業報告「スマートコミュニティに係るインフラ評価手法の動向と適用性に関する
調査」」（2018年 11月） 




